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「旭市総合戦略」の全体概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

将 来 人 口 の 目 標 

４８,0００人（令和４2 年（2060 年）） 

将 来 都 市 像 

郷土愛からつなぐ未来 ず～っと大好きなまち旭 

～ 三郷の実現から発展へ ～

基本目標 

 

三郷：「医療・福祉の郷」「食の郷」「交流の郷」

 

①地産振興プロジェクト 

 

②子宝育成プロジェクト 

 

③故郷創出プロジェクト 

 

④安心形成プロジェクト 

生涯活躍の

まち・あさひ

形成事業 

重 点 戦 略 基本施策 

基本目標② 10 施策 

基本目標③ 11 施策 

基本目標④  ９施策 

基本目標①  4 施策 

合計 34 施策

重 点 施 策 

＋ 
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第１編 序 論 

 
 

第１ 人口ビジョン・総合戦略の目的と位置付け 
 

 
 

１ 人口ビジョン 

 

旭市人口ビジョンは、「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、旭市総合戦略を策定するにあ

たり、これまでの人口動態や現状の課題、将来の推計人口を踏まえ、将来に向けた持続可能なま

ちづくりのための効果的な施策を企画立案する上で重要な指標とするために策定したものです。 

人口減少対策は、長期的な視点を持つことが重要であることから、第 2期旭市総合戦略の策定

に当たっては、関係人口にも着目した上で、各種統計値やデータの追加・更新を行うのみとし、

将来人口の目標値を含む人口ビジョンの見直しは行わないこととします。 
 
 

２ 総合戦略 

 

旭市総合戦略は、旭市人口ビジョンに示された人口の現状と将来の姿を踏まえ、人口減少社会

の中において、市民が満足して暮らすことができるように、急激な人口減少の歯止めと地域経済

の活性化を図るとともに、持続可能な社会の実現に向けての基本目標や施策の基本的方向等を定

め、第 1 期（2015-2019）に引き続き強力に推進していく必要があることから、2020 年からの 5

年間のまちづくりの指針として策定しました。 
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３ 旭市総合戦略と各種計画との関係 

 

旭市では、東日本大震災で被災を受けたことに伴い、平時から備えのできたまちづくりを行う

ために策定した旭市国土強靱化地域計画を市の最上位計画として位置づけ、さらに、まちづくり

の総合的な指針とするために旭市総合戦略を策定して将来都市像の実現に向けて取り組むこと

で、「地方創生」と「国土強靱化」を二本の柱とし、攻めと守りの両面を兼ね備えた総合的なま

ちづくりを展開してきました。 

第 1期旭市総合戦略の策定に当たっては、総合戦略に後期基本計画期間中であった総合計画を

スライドさせ、また、基本施策に行政改革アクションプランの一部を溶け込ませて一体化させて

総合的な新たなまちづくりの指針として策定しました。 

第 2期旭市総合戦略では、これまで別に策定していた旭市国土強靱化地域計画を新たに一体化

させることにより、本戦略を引き続き市のまちづくりの最上位の指針とすべく策定するものです。 
 
 

■計画の位置付け 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
旭 市 の 計 画 体 系 

尊 重 
新 市 建 設 計 画 

継 承

旭 市 復 興 計 画 

行政改革アクションプラン 補完・連携

定 住 自 立 圏 構 想 

指針・連携

都
市
計
画
・
地
域
防
災
計
画
・
避
難
計
画
等

（
道
路
・
交
通
・
防
災
・
消
防
） 

公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画 

男
女
共
同
参
画
計
画 

業
務
継
続
計
画
（
Ｂ
Ｃ
Ｐ
）
等 

（
協
働
・
交
流
・
行
政
機
能
） 

農
業
振
興
地
域
整
備
計
画
等 

（
産
業
・
雇
用
） 

社
会
学
習
推
進
計
画
等 

（
教
育
・
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
） 

健
康
増
進
計
画
・
地
域
福
祉
計
画
等 

（
健
康
・
医
療
・
福
祉
） 

環
境
基
本
計
画
・
水
道
事
業
基
本
計
画
・ 

汚
水
適
正
処
理
構
想
等 

（
環
境
・
上
下
水
道
・
公
園
・
住
宅
） 

旭 市 総 合 戦 略 

旭市国土強靱化地域計画 
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第２編 人口ビジョン 

 
 

第１ 旭市の人口の推移 
 

本市の過去から現在に至る人口の推移を把握して、その背景を分析し、講じるべき施策の検討材

料を得ることを目的に、時系列による人口動向や年齢階級別の人口移動の分析を行います。 
 
 

１ 時系列による人口動向 

 

（１）総人口の推移と将来推計 

本市の総人口は、平成 7年（1995 年）の 71,382 人をピークに減少し、平成 27 年（2015 年）

国勢調査では 66,586 人となっています。 

また、国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）において平成 30 年（2018 年）3 月

に公表された、平成 27 年（2015 年）国勢調査に基づく人口推計によると、令和 7年（2025 年）

に 60,333 人となり、令和 22 年（2040 年）には 49,874 人（平成 27 年国勢調査人口と比べ約

16,700 人の減）まで減少すると予測されています。 

なお、令和 22 年（2040 年）において、社人研の平成 25 年（2013 年）3 月公表値（51,540

人）との比較では、約 1,670 人の差が生じています。 
 
 

■ 総人口の推移（昭和 55 年（1980）～令和 27 年（2045）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

資料：S55～H22 は国勢調査、H27 及び R2 以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将

来推計人口（平成 25 年（2013）3 月、平成 30 年（2018）3 月公表）」 

65,405
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R27
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年少人口

（0～14歳）

生産年齢人口

（15～64歳）

老年人口

（65歳以上）

（％）
推計値（社人研）実績値（国勢調査）

 

（２）年齢 3区分別人口割合の推移 

年齢 3 区分別に人口をみると、生産年齢人口（15～64 歳）、年少人口（0～14 歳）は、いず

れも近年は減少の傾向が強まる一方で、老年人口（65 歳以上）は、増加の傾向で推移すると予

測されています。 

特に、老年人口の割合は、生産年齢人口が順次、老年期に入り、また、平均寿命が延びたこ

とから、今後も増加の傾向にあり、平成 27 年（2015 年）の 28.2％から 30 年後の令和 27 年（2045

年）には、39.6％が 65 歳以上となることが予測されています。 
 
 

■年齢 3区分別人口割合の推移（昭和 55 年（1980）～令和 27 年（2045）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：S55～H27 は国勢調査、R2 以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人

（平成 30年 3 月 30 日公表）」 
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（３）出生・死亡数（自然増減）の推移 

出生・死亡数の推移をみると、平成 9年（1997 年）以降、毎年、出生数が死亡数を下回る「自

然減」が続いています。 

特に、平成 15 年（2003 年）以降は、死亡数が増加する一方、出生数は減少しており、「自然

減」が年々拡大し、近年では年間約 250 人～450 人の自然減となっています。 

また、平成 29 年（2017 年）では、出生 459 人に対して、死亡 878 人と、419 人の「自然減」

となっており、周辺市と自然増減の差を比較すると、相対的には、4 市の平均（約 577 人減）

よりもやや小さい状況となっています。 
 
 

■出生・死亡数（自然増減）の推移（平成 9年（1997）～平成 29 年（2017）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■近隣市との自然増減（出生－死亡）推移の比較（平成 9年（1997）～平成 29 年（2017）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：地域経済分析システム（住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査） 
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（４）転入・転出数（社会増減）の推移 

転入・転出数について、平成 14 年（2002 年）以降は、平成 17 年（2005 年）、平成 27 年（2015

年）、平成 28 年（2016 年）を除き、転出が転入を上回る「転出超過」となっていますが、そ

れほど大きな差はありませんでした。しかし、平成 28 年（2016 年）と平成 29 年（2017 年）

においては、転入転出の差が大きくなっています。 

平成 29 年（2017 年）の周辺市と社会増減の差を比較すると、周辺 4市が約 110～370 人の「転

出超過」であることに対し、本市では、転入 2,277 人に対して、転出が 2,575 人となっており、

298 人の「転出超過」となっており、銚子市に次いで差が大きい状況です。 

また、平成 26 年（2014 年）から転入数及び転出数とも増加がみられます。 
 
 

■転入・転出数（社会増減）の推移（平成 9年（1997）～平成 29 年（2017）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■近隣市との社会増減（転入－転出）推移の比較（平成 9年（1997）～平成 29 年（2017）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：地域経済分析システム（住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査） 
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２ 年齢階級別・地域別の人口移動 

 

（１）男女別・年齢階級別の人口移動の状況 

平成 22 年（2010 年）から平成 27 年（2015 年）にかけての男女別・年齢階級別の人口移動

の状況をみると、男性は、「10～14 歳→15～19 歳」になるとき（-206 人）と「25～29 歳→30

～34 歳」になるとき（-128 人）に他の年齢階層よりも大幅な転出超過となっている一方、「15

～19 歳→20～24 歳」になるときに、大幅な転入超過（+131 人）となっています。 

女性は、男性同様に「10～14 歳→15～19 歳」になるとき（-175 人）、及び「5～9 歳→10～

14 歳」になるとき（-104 人）に、他の年齢階層よりも大幅な転出超過となっている一方、「85

～89 歳→90 歳～」になるときに、転入超過（+39 人）となっています。 
 
 

■男女別・年齢階級別の人口移動（平成 22 年（2010）→平成 27 年（2015）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：地域経済分析システム（国勢調査） 
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（２）年齢階級別の人口移動の状況 

近年の年齢階級別の人口移動の状況をみると、平成 29 年（2017 年）、平成 30 年（2018 年）

ともに、進学や就職等による 15～24 歳までの若い世代での転出超過が大きくなっています。 

また、平成 29 年（2017 年）では、25～49 歳までの若い世代や子育て世代の転出超過が大き

くなっていますが、平成 30 年（2018 年）の 25～34 歳の世代を見ると、一転して転入超過が見

て取れます。 
 
 

■年齢階級別の人口移動（平成 29 年（2017）・平成 30 年（2018）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳人口移動報告 
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（３）転入・転出の状況（県内） 

県内からの転入は、銚子市が 144 人と最も多く、次いで匝瑳市が 106 人、千葉市、成田市が

ともに 95 人となっています。 

一方、県内への転出状況は、千葉市が 155 人と最も多く、次いで匝瑳市が 118 人、銚子市が

89 人となっています。 
 
 

■転入・転出の状況（県内） 
 

● 主な転入元 

［県内からの転入者：933 人］ 

 
右図以外の県内からの転入 

：290 人 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 主な転出先 

［県内への転出者：984 人］ 

 
右図以外の県内への転出 

：323 人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳人口移動報告 

（平成 30 年（2018）） 
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（４）転入・転出の状況（県外） 

県外からの転入は、茨城県が 170 人で最も多く、次いで東京都が 150 人、神奈川県が 58 人

となっています。 

一方、県外への転出は、東京都が 259 人で最も多く、次いで茨城県が 130 人、埼玉県が 85

人となっています。 
 
 

■転入・転出の状況（県内） 
 

● 主な転入元 

［県外からの転入者：724 人］ 

 
右図以外の県外からの転入 

：229 人 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 主な転出先 

［県外への転出者：755 人］ 

 
右図以外の県外への転出 

：175 人 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳人口移動報告 

（平成 30 年（2018）） 
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３ 合計特殊出生率等の推移 

 

（１）女性の年齢別出生数の推移 

15～49 歳の女性が産んだ子どもの出生数の推移をみると、期間全体の推移として、出生数は

減少傾向となっており、特に 20 歳代（20～24 歳、25～29 歳）、30 歳代（30～34 歳）の女性の

出生数に減少がみられます。 
 
 

■女性の年齢別出生数の推移（平成 16 年（2004）～平成 29 年（2017）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：千葉県衛生統計年報 
 
 

（２）合計特殊出生率の推移比較 

一人の女性が生涯に産む子どもの平均数である「合計特殊出生率」の推移をみると、本市は

全国平均と同じ 1.43 であり、千葉県、周辺市と比較して高くなってますが、人口を維持する

ための人口置換水準である 2.1 には大きく及ばない状況となっています。 
 
 

■合計特殊出生率の推移比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

出典：千葉県健康福祉部健康福祉指導課 
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４ 就労の状況 

 

（１）産業別就業人口の状況 

産業別就業人口は、農業、製造業、卸売業、小売業及び医療、福祉の就業者が多くなってい

ます。 

また、千葉県を 1.0 とした特化係数※1で比べると、基幹産業である農業が、6.6 と突出して

高く、また、医療、福祉も旭中央病院の就業者が多いことから 1.3 となっており、本市の特徴

を示しています。 

一方で、情報通信業、学術研究、専門・技術サービス業は、特化係数が低い状況となってい

ます。 
 
 

■産業別就業人口・特化係数（平成 27 年（2015）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※1特化係数：構成比を比較した係数（市のＸ産業の就業者比率÷県のＸ産業の就業者比率） 

◆算出方法の例：「産業 Aの就業人口の特化係数」の算出方法 

「特化係数」 ＝ 旭市「産業 A」人口構成比※2 ÷ 千葉県「産業 A」人口構成比 

※2「産業 A」人口構成比 ＝ 「産業 A」就業人口数÷就業人口総数 
 

資料：平成 27 年（2015）国勢調査 
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（２）産業別年齢構成の状況 

主な産業の就業者の年齢構成をみると、本市の特徴的な産業である医療は、就業者の約半数

を 15～39 歳の若い世代が占めていますが、農業は、50 歳以上の就業者が 3 分の 2 以上を占め

ており、後継者不足が懸念されます。 
 
 

■産業別年齢構成の状況（主な産業：平成 27 年（2015）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：平成 27 年（2015）国勢調査 
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（３）通勤先の状況 

市外からの主な通勤者は、近隣市町からが多くなっており、匝瑳市の 2,049 人が最も多く、

次いで銚子市が 1,896 人、香取市が 817 人となっています。 

また、市外への主な通勤者は、千葉市や東京都に一部依存しつつも、近隣市町が中心であり、

匝瑳市が 2,340 人で最も多く、次いで銚子市が 2,068 人、香取市が 1,183 人となっています。 
 
 

■主な市外からの通勤者：流入 

（平成 27 年（2015）） 

 
右図以外の流入：908 人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■主な市外への通勤者：流出 

（平成 27 年（2015）） 

 
右図以外の流出：1,236 人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：平成 27 年（2015）国勢調査 
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第２ 将来人口の推計と行政経営に与える影響 
 

社人研と内閣府地方創生推進室「人口動向分析・将来人口推計のための基礎データ及びワーク

シート」を活用して、旭市独自の将来人口を推計し、出生や移動（転入・転出）が将来人口に及

ぼす影響についての分析を行います。 
 
 

１ 将来人口の推計 

 

（１）総人口の将来比較 

本市では、前戦略を策定する際、将来人口の目標値を設定するため、人口ビジョンを策定し、

次のとおりシミュレーションを行いました。 
 

■総人口の推計（第 1期：パターン 1、パターン 2、シミュレーション 1～6） 

※国民希望出生率：若い世代の結婚・子育ての希望が実現した場合の出生率 

 

  推計方法 
令和 22 年 

（2040 年） 
令和 42 年

（2060 年）

国

提

供 

パターン 1 
社人研推計準拠 

全国の移動率が今後縮小すると仮定した推計。 
51,532 人 38,270 人

パターン 2 
日本創成会議推計準拠 

全国の移動率が、平成 22 年(2010 年)～27 年(2015 年)の推計値
と同水準(縮小しない）と仮定した推計。 

49,522 人 － 

シミュレーション1 
パターン 1 をもとに、合計特殊出生率のみが、人口置換水準
「2.07(2040 年)」まで上昇すると仮定した推計。 

なお、人口移動については、パターン 1 と同様。 

54,671 人 45,078 人

シミュレーション2 

パターン 1 をもとに、合計特殊出生率が、人口置換水準
「2.07(2040 年)」まで上昇し、かつ人口移動については、転出
超過の現状を改善して、ゼロ(転入・転出数が同数)と仮定した
推計。 

57,886 人 50,279 人

旭

市

独

自 
シミュレーション3 

パターン 1をもとに、合計特殊出生率のみが、実績「1.48」の
まま、将来も推移すると仮定した推計。 

なお、人口移動については、パターン 1 と同様。 

52,429 人 39,831 人

シミュレーション 4 
パターン 1をもとに、合計特殊出生率が、実績「1.48」のまま
将来も推移し、かつ人口移動については、転出超過の現状を改
善して、ゼロ(転入・転出数が同数)と仮定した推計。 

55,370 人 44,013 人

シミュレーション5 

パターン 1をもとに、合計特殊出生率のみが、国民希望出生率
※「1.8(2030 年)」まで上昇すると仮定した推計。 

なお、人口移動については、パターン 1 と同様。 

54,170 人 43,350 人

シミュレーション6 

パターン 1 をもとに、合計特殊出生率が、国民希望出生率※
「1.8(2030 年)」まで上昇し、かつ人口移動については、転出
超過の現状を改善して、ゼロ(転入・転出数が同数)と仮定した
推計。 

57,327 人 48,185 人
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51,532

38,270

(ﾊﾟﾀｰﾝ1第1期)

49,877

35,965

(ﾊﾟﾀｰﾝ1最新)

57,327

48,185

(ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ6第1期)

56,253

47,342

（ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ6最新）
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（人）

パターン1 第1期（第1期旭市総合戦略策定時：2010年国勢調査ベースの社人研推計準拠）

パターン1 最新（最新：2015年国勢調査ベースの社人研推計準拠）

シミュレーション6 第1期（第1期旭市総合戦略策定時：出生率1.8、移動ゼロ）

シミュレーション6 最新（最新：出生率1.8、移動ゼロ）

 

第 2期では、社人研推計準拠パターン１とシミュレーション 6との比較を前戦略策定時と最

新の数値で行いました。 

令和 42 年（2060 年）における社人研推計準拠での比較では、38,270 人と推計された人口は、

35,965 人となり、前戦略策定時よりも 2,305 人減少していくと推計されています。 

また、シミュレーション 6も同様に同じ推計方法で算出したデータでの比較では、48,185 人

と推計された人口が 47,342 人となり、前戦略策定時よりも 843 人減少する、との結果になり

ました。 

いずれも、前戦略策定時よりもさらに厳しい状況になっています。 
 

■総人口の推計（ﾊﾟﾀｰﾝ 1 の第 1期と最新、ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 6 の第 1期と最新） 
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（２）年齢３区分別人口の将来比較 

 
■年少人口（0～14 歳）比率の推計（ﾊﾟﾀｰﾝ 1 の第 1期と最新、ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 6 の第 1期と最新） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■生産年齢人口（15～64 歳）比率の推計（ﾊﾟﾀｰﾝ 1 の第 1期と最新、ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 6 の第 1期と最新） 
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■老年年齢人口（65 歳以上）比率の推計（ﾊﾟﾀｰﾝ 1 の第 1期と最新、ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 6 の第 1期と最新） 
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２ 人口の変化が行政経営に与える影響 

 

（１）財政への影響 

本市の人口一人当たりの歳入額は、周辺市と比較して高くなっていますが、財政力指数※は0.49

となっており、県内でもやや低い数値となっています。 

今後は、人口減少と少子高齢化により、生産年齢人口の減少に伴い財政状況が一段と厳しくなる

ことが見込まれます。 
 
 

■人口一人当たり歳入額、財政力の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※財政力指数：（1）基準財政収入額＋（2）基準財政需要額 

（1）基準財政収入額：自治体の標準的な税収 

（2）基準財政需要額：自治体が標準的な行政活動を行うために必要な財政規模 

 
資料：平成 29 年度（2017）市町村別決算状況調（総務省） 
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（２）公共施設の維持管理・更新等への影響 

本市が保有する公共施設（建物）は、築 30 年超の老朽化した公共施設が 46％を占めていま

す。 

公共施設将来施設整備費推計によると、現状の施設数のまま更新を行っていくと 40 年間で

1,039 億円（年平均 25 億円）の整備費が必要になります。 
 
 

■築年別床面積割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■公共施設将来施設整備費推計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：旭市公共施設白書 平成 26 年（2014）6 月 
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第３ 目指すべき将来の方向 
 

人口の現況と課題を整理して将来の人口を展望し、人口に関して、本市が目指すべき将来の方

向を示します。 
 
 

１ 人口の将来展望 

 

（１）現況と課題 

本市は、平成 7年（1995 年）をピークに人口減少が始まりました。 

総人口の推移に影響を与える出生・死亡数（自然増減）については、平成 15 年（2003 年）

以降、出生数が死亡数を大きく下回り、また、平成 21 年（2009 年）から平成 25 年（2013 年）

の合計特殊出生率では、全国、千葉県、周辺市と比較して高くなっていますが、ここ数年では、

全国平均を維持している状況です。過去 10 年で最も高い出生率 1.53（平成 24 年）でも人口置

換水準の 2.1 には大きく及ばず、人口減少を抑止していく上では、依然として十分な水準では

ありません。 

転入・転出数（社会増減）については、転出が転入を上回る「転出超過」となっていますが、

周辺市と比較すると社会増減の差はやや大きい状況がみられるほか、男女別・年齢階級別の人

口移動では、市外への進学等に伴う転出者数に対して、U ターン就職等に伴う転入者数は、近

年減少の傾向にあり、特に若い世代の女性は、一貫して転出超過の状態が続いています。 

これらの現況から、本市における人口減少の理由として、社会減による影響よりも自然減に

よる影響が大きいものの、今後は社会減による影響も顕在化することが懸念されます。 

社人研の推計からも、以前より厳しい状況と推計されているように、今後、少子高齢化に加

え、若者・子育て世代の流出と、その後の人口の復元力が弱いことから、さらに人口減少に陥

ることが予想され、これまで以上に強力に各施策を推進していく必要があります。 
 
 

（２）将来人口の目標 

社人研推計準拠パターン 1とシミュレーション 6の前戦略策定時と最新のそれぞれを比較す

ると、いずれも前戦略策定時よりもさらに厳しい状況となっています。 

社人研推計準拠パターン 1 では、38,270 人が 35,965 人となり 2,305 人の減少、シミュレー

ション 6では 48,185 人が 47,342 人となり 843 人の減少という結果になりました。 
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■将来人口の推計（総人口の推移：昭和 55 年（1980）～令和 42年（2060）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本市の将来人口の目標値を達成するための仮定値として採用したシミュレーション6の最新

の数値をもとに算出した推計では 47,342 人となっています。 

しかしながら、人口減少対策は、長期的な視点を持つことが重要であることから、令和 42

年（2060 年）に 48,000 人という本市の将来人口の目標値は修正せず、総合戦略の計画期間ご

とにシミュレーション 6と現状を分析することにより課題を抽出し、計画期間ごとの短期的な

目標値を設定していきます。 

 

 

 

 

 

 

【新たな将来人口の目標とする仮定値】 

◆合計特殊出生率 

令和 12 年（2030 年）に国民希望出生率の 1.80、その後令和 42 年（2060 年）まで維持する。 

◆移動率 

転入・転出による社会増減を転入超過と見込む。 
 

今後、生涯活躍のまち・あさひ形成事業を含む重点戦略など、人口増加につながる施策を実

施することで着実に効果が反映され、合計特殊出生率を将来人口の目標とする仮定値に改善さ

せることで約 12,000 人の増加を見込んでいます。 
 

65,405

67,974
69,800

71,382 71,176 70,643

69,058

66,586

38,270

35,965

48,185

47,342

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

S55

(1980)

S60

(1985)

H2

(1990)

H7

(1995)

H12

(2000)

H17

(2005)

H22

(2010)

H27

(2015)

R2

(2020)

R7
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R12

(2030)

R17

(2035)

R22

(2040)

R27

(2045)

R32

(2050)

R37

(2055)

R42

(2060)

実績 社人研推計準拠(第１期) 社人研推計準拠(最新) 市独自推計（第１期） 市独自推計（最新）

推計値実績値（国勢調査）

市独自推計(最新)

社人研推計準拠(最新)

市独自推計(第1期)

社人研推計準拠

(第1期)

（人）

将 来 人 口 の 目 標 

４８,０００人（令和 42 年（2060 年）） 
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２ 目指すべき将来の方向 

 

本市の現況と課題を踏まえ、市民が安心して暮らし、働き、子どもを産み育て、持続可能な「旭」

を構築していくためには、出生率の向上による自然動態の改善と、移住・定住人口、交流人口、

関係人口の増加による社会動態の改善により、人口減少に歯止めをかけるとともに、人口構造の

若返りを図る必要があります。 

また、人口減少・超高齢化社会を前提とした、効率的かつ効果的な社会基盤づくりの視点を持

つ必要があります。 

今後の取り組みにおいては、国も示している「継続を力にする」ため、引き続き若い世代の就

労と、結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援等を行うことで人口減少対策に全力を注ぎ、

並行して、超高齢化社会等へも対応のできる将来を見据えた持続可能な社会基盤の構築を図り、

誰もが「住みたい」、「住み続けたい」、「住んでみたい」、「また戻ってきたい」と思えるまちを市

民とともに目指していきます。 
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 Plan 
計画 

  

■PDCA サイクル 

旭市総合戦略 
Do
推進 

Act
改善 

 Check 
点検・評価 

 

第３編 総合戦略 

 
 

第１ 基本的な考え方 
 
 

１ 計画の役割・特色 

 

旭市総合戦略は、新たなまちづくりを進めるための市政運営全般の指針を示すとともに、市民、

地域、団体、企業、行政等が共に手を携えて、協働してまちづくりに取り組むために必要な施策

の方向を体系的に整理したものです。 

重点戦略では、人口減少の克服と本市の創生を確実に実現していくため、5 つの政策原則であ

る、自立性、将来性、地域性、直接性、結果重視を基本としつつ、多様な関係者との連携、政策

間連携、地域間連携も重要な考え方として位置づけし、関連する施策を展開します。 

また、すべての施策を画一的に展開するだけでなく、国の示す新たな視点を可能な限り取り入

れ、人口減少対策に最も有効な施策を重点施策として位置づけ、「まち」、「ひと」、「しごと」の

好循環を生み出していくために積極的な事業展開をしていきます。 
 
 

２ 計画期間 

 

旭市総合戦略の計画期間は、令和 2 年度（2020 年度）から令和 6 年度（2024 年度）までの 5

年間とします。 
 
 

３ 進行管理 

 

計画の進行管理については、各施策の効果を客観的

に検証できるように、施策の展開ごとに重要業績評価

指標（KPI）※を設定します。 

また、設定した数値目標等を基に、実施した施策、

事業の効果を外部有識者等の参画により検証し、必要

に応じて総合戦略の見直しを行い、PDCA サイクル（計

画策定（Plan）、推進（Do）、点検・評価（Check）、改

善（Action））を確立します。 
 
 
 

※重要業績評価指標（KPI）：組織の目標の達成度合いを計る定量

的な指標のこと。 
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「郷土愛からつなぐ未来  

         ず～っと大好きなまち旭」 

～ 三郷の実現から発展へ ～ 

 

第２ 旭市が目指す将来のすがた 
 
 

１ 将来都市像 

 

持続可能な“まち”の実現のためには、旭市で生まれ、育ち、暮らしている市民の誰もが、将

来にわたり住み続けたいと思えるまちづくりの視点が重要です。 

また、訪れる多くの人たちにも、住んでみたいと感じてもらうためには、旭市の魅力をこれま

で以上に発信していく必要があります。 

今後のまちづくりには、本市の持つ地域資源である診療圏人口 100 万人を誇る旭中央病院や県

下一盛んな農業とそれを基盤とした商工業、また、豊かな食文化や自然環境等を、市民の「宝」

として、さらに磨きをかけ、最大限に生かしていくこととします。 

そのためには、自分たちの住んでいるまちを知り、市民の誰もが旭市に愛着を持ち、相互に支

え合う人づくりに取り組み、多くの人に「訪れたい」「住んでみたい」「働いてみたい」「学んで

みたい」と感じてもらうことが大切です。 

その上で、人や企業が集まる賑わいと希望に満ちたまちを目指します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

三郷：「医療・福祉の郷」「食の郷」「交流の郷」 

 
 
 

２ 土地・空間利用の基本的な考え方 

 

市内の土地及び空間は、市民にとって大切な資源であり、生活や生産に通じる諸活動の重要な

基礎となります。この資源を最大限に活用するため、交通の利便性や社会経済情勢の変化等を考

慮し、将来に向けた発展性、安全・安心の向上等を踏まえて、人や企業に選ばれる土地・空間利

用の方向性を示します。 
 

【ゾーニング】 

市域の土地・空間の効果的な機能分担を図るため、土地利用における主要な活用方法のゾー

ニング※を定め、適正な利用を進めます。 

また、市域を「住居系ゾーン」、「商業系ゾーン」、「農業系ゾーン」、「水産系ゾーン」、「緑地

系ゾーン」の 5つのゾーンに区分し、各ゾーンの特長や地域資源を生かしたまちづくりを進め

ます。 
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さらに地域行政や交流等の核となる「都市拠点」、「地域生活拠点」、「医療福祉拠点」、「交流

拠点（道の駅）」、「工業拠点」、「環境衛生拠点」、「歴史・文化拠点」、「健康・スポーツ・レク

リエーション拠点」の整備に取り組むとともに、「海浜・リゾートレクリエーション軸」の形

成を進めます。 
 

※ゾーニング：都市計画や建築プランなどで、空間を用途別に分けて配置すること。 
 

【地域特性を生かした土地利用の推進】 

複数の連携軸が交わる拠点には、住宅、賑わい施設、産業等の複合的な活用を進め、交流定

住人口の増加を図るとともに、地域の基幹的な中核病院である旭中央病院及び周辺の福祉関連

施設一帯を医療・福祉拠点として位置付け、医療・福祉サービス機能の充実と交通アクセス等

利用しやすい環境整備と有効利用を進めます。 
 
 

■土地・空間利用イメージ図 
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３ 基本目標 

 

将来都市像の実現に向けて、戦略的に推進していくための 4つの基本目標を掲げ、具体的な施

策を実行していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 魅力ある雇用を創出し、安心して働けるまちづくり 

産業の振興や新たな雇用の場を創出することで、「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が

「しごと」を呼び込む好循環の確立を目指します。 

② 結婚・出産・子育ての希望がかない、誰もが生きがいを持てるまちづくり 

結婚・出産から子どもの自立までを総合的に支援し、子どもから高齢者、障がいを持つ人

や男女の区分なく誰もが生きがいを持てるまちを目指します。 

③ ひとの定着・還流・移住の流れをつくり、人々が集うまちづくり 

地域の総合力を高め、住みやすい環境づくりを進めるとともに、住んでよかったと思える

まちづくりを目指します。 

④ 将来にわたって元気な地域をつくり、安全・安心で暮らしやすいまちづくり 

市民が、生活やライフスタイルの素晴らしさを実感し、生きがいを持って安心して暮らし

続けることができるよう、多様な主体が連携して地域を支える仕組みを目指します。 
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第３ 重点戦略 
 
 

１ 重点施策 

 

将来都市像を実現するためには、すべての施策を画一的に展開するだけでは、着実な目標達成

が見込めません。旭市総合戦略では、多様に絡み合う横断的な課題を解決するため、必要性、重

要性を考慮した上で、積極的に取り組む施策を明確にする必要があります。 

このことから、重点的、横断的に取り組む施策を「重点施策」と位置付け、積極的な事業展開

をしていきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（※重点施策については、ヒアリング後に作成、掲載） 
 
 
 
 

 
  

① 地産振興プロジェクト 

② 子宝育成プロジェクト 

③ 故郷創出プロジェクト 

④ 安心形成プロジェクト 

重点施策 



  

 

29 

 
 

２ 生涯活躍のまち・あさひ形成事業 

 

（１）背景及び事業趣旨 

本市では、人口減少と少子高齢化が急速に進行する中、若年世代の流出抑制と流入促進及び

これらのための雇用創出、並びに高齢化の進行に伴う要支援・介護認定者の増加と介護施設（床）

不足への対応が大きな課題となっています。併せて、東日本大震災の被災地として、災害時の

安全・安心の確保と、平時からの準備、体制構築も重要課題となっています。 

一方、本市には、豊かな自然とその恵み、道の駅等の観光資源に加え、旭中央病院を核とし

た医療・介護機能にも恵まれています。 

第１期旭市総合戦略では、このような本市の強みと魅力を最大限に生かし、元気な高齢者を

中心とする都市住民の誘致と若年世代の定着、及びこれらのための仕事づくりを実現させる旭

市生涯活躍のまち構想を重点戦略として位置づけ、実現への取組を開始しました。 

本事業は、本市の宝であり診療圏人口100万人を誇る旭中央病院を核としたうえで、旭中央病

院から連携拠点である道の駅季楽里あさひを一体的にとらえて構想エリアとし、元気な高齢者

を中心とする都市住民の誘致と若年世代の流出抑制と流入促進、及び仕事づくりを実現させ、

本市全体の活性化につなげるための拠点としての「新しいまちづくり」を行うものです。 

また、本事業は、民間事業者の資金と経営能力等を活用することにより、長期間にわたって

安定的かつ効率的な経営及び質の高いサービスの提供を目指します。 
 

（２）生涯活躍のまち・あさひのコンセプト 

旭市にしかない・旭市ならではの“魅力とライフスタイル”の創出・提供 

○旭中央病院を核とした医療・介護と農業の連携により、日本一の安心と生きがいのあ

る暮らしを提供する「持続可能な多世代交流拠点」 

○多世代・多機能が混在し、共に支え、触発し合う「安心・生きがい・おもしろ創造空

間」 

 ≪生涯活躍のまち・あさひが目指すまちの姿（イメージ）≫ 

    ○旭中央病院の最先端の高度医療機能と道の駅季楽里あさひの農業・食に関する情報発信・交

流機能を生かし、豊かな自然の中で、元気な高齢者とケアを必要とする高齢者、さらに子育

て世代や学生等の多世代が、地域全体で支え合いながら安心して暮らせるまち。 

    ○多世代にわたる多様な人々が、相互に交流し、活力を創造しながら生きがいを持って暮らせ

るまち。また、交流する中で、多様・多彩な経験・知恵・感性・価値観が触発し合い、創造

的でおもしろい効果を派生させるまち。 

    ○商業やヘルスケア産業等の働く場に加え、住民参加によるまちづくりやボランティア活動等

の場と機会が創出された、仕事とプライベート両面で活躍できるまち。 

    ○移住者や市内の農業生産者、旭農業高校生ほか農業に関心のある人々が、道の駅等と連携し、

農業に関わる様々な体験・交流あるいは生産活動に従事し、心身ともに健康なライフスタイ

ルを実現できるまち。 

    ○万一の災害時には防災拠点（医療・食料・被災者支援）としても機能するまち。 
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第４ 基本施策 
 

基本目標ごとに基本施策を分類し、現況と課題の分析から、「施策の展開」のもと、各事業を実

施していきます。また、「施策の展開」には、重要業績評価指標（KPI）を設定します。ただし、目

標設定が困難なものについては、具体的な数値を定めずに定性的に示します。 

なお、基本施策 31 から 34 については、旭市行政改革アクションプラン※で取組目標を設定し、

進行管理を行います。 
 

※アクションプラン：戦略や改革の具体的な施策を進めるための計画のこと。 
 

 基本目標 施 策 施 策の展 開 

1 

魅
力
あ
る
雇
用
を
創
出
し
、 

安
心
し
て
働
け
る
ま
ち
づ
く
り 

施策１ 農水産業の振興  

施策 2 商工業の振興  

施策３ 観光の振興  

施策 4 雇用の確保  

2 

結
婚
・
出
産
・
子
育
て
の
希
望
が
か
な
い
、 

誰
も
が
生
き
が
い
を
持
て
る
ま
ち
づ
く
り 

施策 5 保健・医療の充実  

施策 6 スポーツの振興  

施策 7 子育て支援の充実  

施策 8 地域福祉の充実  

施策 9 障害者福祉の充実  

施策 10 学校教育の充実  

施策 11 生涯学習の充実  

施策 12 芸術文化の振興・伝統文化の保存  

施策 13 青少年の健全育成  

施策 14 互いに認め合う社会の形成  
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 基本目標 施 策 施 策の展 開 

3 

ひ
と
の
定
着
・
還
流
・
移
住
の
流
れ
を
つ
く
り
、 

人
々
が
集
う
ま
ち
づ
く
り 

施策 15 定住の促進  

施策 16 交流の促進  

施策 17 安全で快適な道路の整備  

施策 18 安全・安心な水の供給  

施策 19 公園の充実  

施策 20 居住環境の充実  

施策 21 廃棄物の減量化と資源の有効活用  

施策 22 公共交通網の整備  

施策 23 自然環境の保全  

施策 24 協働の促進  

施策 25 広報・広聴・情報公開の充実  

４ 

将
来
に
わ
た
っ
て
元
気
な
地
域
を
つ
く
り
、 

安
全
・
安
心
で
暮
ら
し
や
す
い
ま
ち
づ
く
り 

施策 26 地域包括ケアシステムの構築  

施策 27 高齢者福祉の充実  

施策 28 消防・防災力の強化  

施策 29 防犯対策・交通安全の強化  

施策 30 消費者の保護  

施策 31 人と組織の育成戦略  

施策 32 自立のための財政戦略  

施策 33 効率的な資産戦略  

施策 34 歳入の確保及び経費節減の目標額等  


